
 

 

 

消費者事故等に関する情報の集約 

及び分析の取りまとめ結果の報告 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 24 年２月 

資料４－２

CO787622
長方形



 
 

 

この報告は、平成 23 年４月１日から９月 30 日までの間に、消費者安全法第

12 条各項に基づき、各行政機関の長、都道府県知事、市町村長及び国民生活セ

ンターの長から消費者庁に対し消費者事故等の発生に関する情報の通知があ

ったものについて、消費者安全法第 13 条第４項の規定に基づき集約及び分析

を行い取りまとめた結果を報告するものである。 
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はじめに 

 

消費者安全法（平成 21 年法律第 50 号）では、内閣総理大臣が、行政機関、

地方公共団体等からの通知により得た情報その他消費者事故等に関する情報

が消費者安全の確保を図るため有効に活用されるよう、迅速かつ適確に、当

該情報の集約及び分析を行い、その結果を国会に対して報告することとされ

ており、平成 22 年６月に第１回の報告がなされて以降、これまで合計３回の

報告が行われてきた。 

今回の報告は、４回目にあたり、平成 23 年４月１日から９月 30 日までの

６か月間に消費者庁に集約された消費者事故等に関する情報を分析し、取り

まとめている。 

なお、本報告においては、４月１日から９月 30 日までを上半期、10 月１日

から３月 31 日までを下半期と表記する。 
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Ⅰ 消費者事故等に関する情報の集約及び分析 

 

  

                                                  
1 消費者事故等の中でも死亡や全治 30 日以上の治療を要するなど被害が重大であった事案や、またその

おそれがあった事案を指しており、消費者安全法第２条第６項に規定されている。なお、ここに記載の

数値は平成 23 年９月 30 日現在で消費者安全法に規定する重大事故等に該当するかどうかも含めて確

認・調査中のものを含む。 

【ポイント】 

○消費者安全法に基づき、平成 23 年度上半期に消費者庁に通知された消費者事故

等は、7,980 件あり、前年同期の 9,007 件から 11.4％減少した。 

○内訳をみると、「重大事故等1」は 620 件あり、前年同期の 270 件から 129.6％

増加した。 

 平成22 年度上半期 平成 23 年度上半期 

消費者事故等 9,007 件  7,980 件( 11.4％減)

うち「重大事故等」 270 件  620 件(129.6％増)
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消費者安全法第 12 条第１項において、行政機関の長、都道府県知事、市町村

長及び国民生活センターの長は、「重大事故等」が発生した旨の情報を得たと

きは、直ちに、内閣総理大臣に対し、通知しなければならないこととされてお

り、また同条第２項においては、行政機関の長、都道府県知事、市町村長及び

国民生活センターの長は、重大事故等以外の消費者事故等が発生した旨の情報

を得た場合であって、当該消費者事故等の態様、当該消費者事故等に係る商品

等又は役務の特性その他当該消費者事故等に関する状況に照らし、当該消費者

事故等による被害が拡大し、又は当該消費者事故等と同種若しくは類似の消費

者事故等が発生するおそれがあると認めるときは、内閣総理大臣に対し、通知

することとされている。 

「重大事故等」は「消費者事故等」に包含される概念であり、生命・身体被

害に関する事案に係る「消費者事故等」（以下、「生命・身体事案」という。）

のうち、被害が重大であるもの、又は事故の兆候のある事態のうちそうした重

大事故を発生させるおそれがあるものとして、消費者安全法施行令で定められ

た要件に該当するもののことである。 

消費者安全法第 12 条第１項又は第２項に基づき、平成 23 年度上半期に消費

者庁に通知された消費者事故等は 7,980 件あり、前年同期の 9,007 件から

11.4％減少した。このうち、「重大事故等」は 620 件あり、前年同期の 270 件

から 129.6％増加した。 
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１．消費者安全法第 12 条第 1 項に基づき重大事故等として通知された情報 

 

 

平成 23 年度上半期に、消費者安全法第 12 条第１項に基づき「重大事故等」

として通知された事案は、620 件2（前年同期 270 件、129.6％増）であった。 

このうち、関係行政機関から通知された事案は 550 件（前年同期 213 件、

158.2％増）、地方公共団体等からの通知は 70 件 2（前年同期 57 件、22.8％増）

であった。なお、通知された重大事故等については、通知件数、通知機関別内

訳、事故の概要等を毎週公表している（事案の概要は巻末の【参考資料】を参

照）。 

通知のあった消費者事故等については、関係省庁間で情報共有等の連携を行

っている。 

                                                  
2 当初、「消費者事故等」として通知され、その後、「重大事故等」としての要件を満たすと判明した事

案を含む。 

【ポイント】 

○平成 23 年度上半期に消費者庁に通知された「重大事故等」は、620 件あり、

前年同期の 270 件から 129.6％増加した。 

○事故内容別にみると、「火災」が 492 件（前年同期 153 件、221.6％増）と

最も多く、次いで「転落・転倒・不安定」が 29 件（前年同期 48 件、39.6％

減）となっている（「その他」を除く）。 

○商品等別にみると、「車両・乗り物」（自動車等）が 226 件（前年同期 46

件、391.3％増）と最も多く、次いで「家電製品」（エアコン等の生活家電等）

が 153 件（前年同期 57 件、168.4％増）となっている。 
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さらに、消費者庁として独自に対応が必要な事案を抽出し、その分析・原因

究明を進めて、再発・拡大防止につなげるため、「事故情報分析タスクフォース」
3を設置している。タスクフォースメンバーによる専門的な見地からの助言・指

導を受けながら、分析・原因究明を行っており、必要に応じて所要の対応を採

っている。 

通知された重大事故等の事故内容別の内訳は表 1-1 のとおりであり、「火災」

が最も多く 492 件（前年同期 153 件、221.6％増）と全体の約８割を占め、次い

で「転落・転倒・不安定」が 29 件（前年同期 48 件、39.6％減）となっている

（「その他」を除く）。 

 

○  事故内容別分類（表 1-1） 

事故内容 件数 事故内容 件数 

火災 492(153) 機能故障 0(  3)

発煙・発火・過熱 3(  0) 転落・転倒・不安定 29( 48)

点火・燃焼・消火不良 0(  0) 操作・使用性の欠落 9(  9)

破裂 2(  0) 交通事故 13( 25)

ガス爆発 2(  0) 誤飲 0(  1)

ガス漏れ 3(  0) 中毒 14(  2)

燃料・液漏れ等 0(  0) 異物の混入・侵入 0(  0)

化学物質による危険 1(  1) 腐敗・変質 0(  0)

漏電・電波等の障害 0(  0) その他 45( 17)

製品破損 6(  8) 無記入 1(  0)

部品脱落 0(  3) 計 620(270)

※件数欄の（  ）内の数字は前年同期（平成 22 年度上半期）の件数 

 

 

これらの事故内容別の内訳件数を、通知された月ごとに分類すると表 1-2 の

とおりである。「火災」は期間を通じて件数が多く、前年同期と比較しても大

きく増加している。 

  

                                                  
3  重大事故等をはじめとする消費者事故等（生命・身体事案に係るもの）について、消費者庁として独

自に対応が必要な事案を抽出し、迅速・的確に分析・原因究明を進めていくために必要となる助言及び

指導を行うもの。医学、工学等の関連分野において高度な専門性と広い識見を有する専門家、実務家の

中から、消費者庁が委嘱する 10 名程度のメンバーで構成されている。 
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○  事故ごとの内容別分類と通知月別件数（表 1-2） 

※件数欄の(  ）内の数字は前年同期(平成 22 年度上半期）の件数 

 
 

通知された重大事故等の商品等別の内訳は表 1-3 のとおりであり、「車両・

乗り物」（自動車等）が 226 件（前年同期 46 件、391.3％増）と最も多かった。 

 

○  商品等別分類（大分類）（表 1-3） 

※件数欄の(  ）内の数字は前年同期(平成 22 年度上半期）の件数 

 

 

通知年月 

 

事故内容 

平成23年

4 月 
5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 総計 

火災 92(22) 78(21) 61(21) 88(36) 103(36) 70(17) 492(153)

発煙・発火・過熱 0( 0) 1( 0) 1( 0) 1( 0) 0( 0) 0( 0) 3(  0)

点火・燃焼・消火不良 0( 0) 0( 0) 0( 0) 0( 0) 0( 0) 0( 0) 0(  0)

破裂 0( 0) 0( 0) 1( 0) 1( 0) 0( 0) 0( 0) 2(  0)

ガス爆発 0( 0) 0( 0) 0( 0) 0( 0) 1( 0) 1( 0) 2(  0)

ガス漏れ 0( 0) 0( 0) 0( 0) 0( 0) 2( 0) 1( 0) 3(  0)

燃料・液漏れ等 0( 0) 0( 0) 0( 0) 0( 0) 0( 0) 0( 0) 0(  0)

化学物質による危険 0( 0) 0( 0) 0( 0) 0( 0) 1( 1) 0( 0) 1(  1)

漏電・電波等の障害 0( 0) 0( 0) 0( 0) 0( 0) 0( 0) 0( 0) 0(  0)

製品破損 0( 2) 0( 2) 2( 3) 0( 1) 2( 0) 2( 0) 6(  8)

部品脱落 0( 0) 0( 2) 0( 1) 0( 0) 0( 0) 0( 0) 0(  3)

機能故障 0( 1) 0( 0) 0( 0) 0( 1) 0( 0) 0( 1) 0(  3)

転落・転倒・不安定 5( 9) 3(10) 4( 6) 7( 9) 8(10) 2( 4) 29( 48)

操作・使用性の欠落 1( 1) 3( 1) 0( 2) 3( 3) 1( 2) 1( 0) 9(  9)

交通事故 2( 1) 3( 2) 3( 3) 0( 9) 4( 6) 1( 4) 13( 25)

誤飲 0( 0) 0( 1) 0( 0) 0( 0) 0( 0) 0( 0) 0(  1)

中毒 2( 0) 5( 0) 1( 0) 0( 0) 5( 2) 1( 0) 14(  2)

異物の混入・侵入 0( 0) 0( 0) 0( 0) 0( 0) 0( 0) 0( 0) 0(  0)

腐敗・変質 0( 0) 0( 0) 0( 0) 0( 0) 0( 0) 0( 0) 0(  0)

その他 0( 0) 4( 2) 5( 7) 3( 1) 17( 4) 16( 3) 45( 17)

無記入 0( 0) 0( 0) 0( 0) 0( 0) 0( 0) 1( 0) 1(  0)

計 102(36) 97(41) 78(43) 103(60) 144(61) 96(29) 620(270)

商品等 件数 商品等 件数 

食料品 4(  0） 保健衛生品 34(  5）

家電製品 153( 57） 車両・乗り物 226( 46）

住居品 63( 58） 建物・設備 58( 35）

文具・娯楽用品 19( 14） 保健・福祉サービス 9(  5）

光熱水品 7(  1） 他の商品・サービス 45( 46）

被服品 1(  3） 無記入 1(  0）

  計 620(270）
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これらの商品等別の内訳件数を年齢層別に分類すると表 1-4 のとおりであ

り、「10 歳未満」で「玩具・遊具」が多く、「30 歳代から 60 歳代」で「化粧

品類」が多い。 

 

○  年齢と商品等別分類（中分類）4（括弧内は通知件数）（表 1-4） 

 
 
 

                                                  
4 商品等別の大分類で区分けすると具体的な商品のイメージがつかめないため、商品別分類のうち中分

類を使用した。大分類と中分類の関係は巻末の【参考資料】を参照。なおこの表は、通知された重大事

故等のうち、当該事故等による被害者が存在し、かつ当該被害者の年齢が明らかな事案を集計したもの

である。 

年齢 商品等内訳 合計

０歳以下 福祉(1） 
    

1

５歳未満 玩具・遊具(2） 
移動・運搬用
品(1） 

他の乗り物(1）   4

10 歳未満 玩具・遊具(2） 
住生活用品
(1） 

生活家電(1）   4

10 歳代 
理美容器具・
用品(1） 

自転車・自転
車用品(1） 

化粧品類(1） 外食 (1）  4

20 歳代 
自転車・自転
車用品(2） 

化粧品類 (2）    4

30 歳代 
化粧品類(7） 住宅設備(1） 住生活用品(1） ガス(1） 理美容(1） 

12商品・ｻｰﾋﾞｽそ
の他(1）  

   

40 歳代 
化粧品類(5） 

自転車・自転
車用品(2） 

玩具・遊具(2） 生活家電(1） 家事用品(1） 

14
住生活用品
(1） 

他の住居品(1） 理美容(1）   

50 歳代 化粧品類(5） 
商品・ｻｰﾋﾞｽそ
の他(2） 

家事用品(1） 
自転車・自転
車用品(1） 

他の建物・設
備(1） 

10

60 歳代 
化粧品類(5） 医療(3） 家事用品(1） 

住生活用品 
(1） 

住宅設備(1） 

13
商品・ｻｰﾋﾞｽそ
の他(2） 

    

70 歳代 
商品・ｻｰﾋﾞｽそ
の他(13） 

化粧品類(1） 自動車 (1） 医療 (1） 
他の住居品 
(1） 18

住宅設備(1）   

80 歳以上 
福祉(2） 

嗜 好 ・ 調 理 食
品(1） 

住生活用品(1） 身の回り品(1） 他の保険衛生
品(1） 

15
商品・ｻｰﾋﾞｽそ
の他(9） 

    

複数の年代に
またがる 

嗜好・調理食
品(3） 

ガス(1） 
他 の 建 物 ・ 設
備(1） 

外食(3）  8

無記入      513

合計 620
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通知された重大事故等の発生施設別の内訳は表 1-5 のとおりであり、「住宅」

において発生した事案が 221 件（前年同期 110 件、100.9％増）と最も多く、次

いで「道路」において発生した事案が 121 件（前年同期 38 件、218.4％増）と

なっている。 

 

○  発生施設別分類（表 1-5） 

※件数欄の（  ）内の数字は前年同期（平成 22 年度上半期）の件数 

 

 

通知された重大事故等の発生地域別の内訳は表 1-6 のとおりであり、「関東」

が 186 件（前年同期 93 件、100.0％増）と最も多く、次いで「近畿」が 116 件

（前年同期 47 件、146.8％増）、「中部」が 112 件（前年同期 48 件、133.3％

増）となっている。 

 

○ 発生地域別分類5（表 1-6） 

※件数欄の（  ）内の数字は前年同期（平成 22 年度上半期）の件数 

 

                                                  
5  北海道・東北：北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県 

関東：茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 

中部：新潟県、富山県、石川県、福井県、山梨県、長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県 

近畿：滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県 

中国：鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県 

四国：徳島県、香川県、愛媛県、高知県 

九州・沖縄：福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県 

発生場所 件数 発生場所 件数 

住宅 221(110) 公共施設 2(  5)

店舗・商業施設 47( 14) 海・山・川等自然環境 3(  2)

学校 5(  4) 車内・機内・船内 38( 36)

病院・福祉・施設 13(  6) その他 30(  3)

公園 2(  7) 無記入 138( 45)

道路 121( 38) 計 620(270)

発生地域 件数 発生地域 件数 

北海道・東北 90( 25) 中国 39( 13)

関東 186( 93) 四国 11( 10)

中部 112( 48) 九州・沖縄 65( 34)

近畿 116( 47) 不明・無記入 1(  0)

 計 620(270)
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２．消費者安全法第 12 条第２項に基づき消費者事故等として通知された情報 

 

 

平成23年度上半期に消費者安全法第12条第２項に基づき通知された消費者

事故等は、7,360 件（前年同期 8,737 件、15.8％減）であった。 

このうち、「生命・身体事案」は 746 件（前年同期 803 件、7.1％減）、財

産被害に関する事案（以下「財産事案」という。）は 6,614 件（前年同期 7,934

件、16.6％減）であった。 

 

【ポイント】 

○平成 23 年度上半期に消費者庁に通知された重大事故等を除く消費者事故等は

7,360 件あり、前年同期の 8,737 件から 15.8％減少した。 

○内訳をみると、「生命・身体事案」は 746 件あり、前年同期の 803 件から 7.1％

減少した。また、「財産事案」は、6,614 件あり、前年同期の 7,934 件から 16.6％

減少した。 

 平成 22 年度上半期 平成 23 年度上半期 

重大事故を除く 

消費者事故等 
8,737 件 7,360 件 (15.8％減)

 うち生命・身体事案 803 件 746 件 ( 7.1％減)

 うち財産事案 7,934 件 6,614 件 (16.6％減)

     

803 746

7,934

6,614

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

平成22年度 平成23年度

件
数

重大事故等を除く消費者事故等

財産事案

生命・身体事案

上半期 上半期

7,360

8,737
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(１)生命・身体事案 

 

 

消費者安全法第 12 条第２項に基づき、平成 23 年度上半期に消費者庁に通知

された「消費者事故等」のうち、「生命・身体事案」は 746 件7あり、前年同期

の 803 件から 7.1％減少した。 

事故内容別の内訳は、表 2-1 のとおりであり、「中毒」（主に食中毒）が 368

件（前年同期 341 件、7.9％増）と最も多く、次いで「発煙・発火・過熱」が

146 件（前年同期 109 件、33.9％増）となっている。 

 

                                                  
6 主に食中毒。消費者庁ホームページ内の｢食中毒に関する情報」において、関係省庁や地方自治体等の

食中毒に関するホームページを紹介している。（http://www.caa.go.jp/information/links/index.html） 
7 当初、「消費者事故等」として通知され、その後、「重大事故等」としての要件を満たすと判明した事

案を除く。 

【ポイント】 

○重大事故等を除く消費者事故等のうち、「生命・身体事案」は 746 件あり、

前年同期の 803 件から 7.1％減少した。 

○事故内容別にみると、「中毒6」が 368 件（前年同期 341 件、7.9％増）と最も

多く、次いで「発煙・発火・過熱」が 146 件（前年同期 109 件、33.9％増）と

なっている。 

○商品等別にみると、「建物・設備」（風呂釜等の住宅設備等）が 105 件（前

年同期 85 件、23.5％増）と最も多く、次いで「食料品」（加熱食肉製品等の

嗜好・調理食品等）が 98 件（前年同期 141 件、30.5％減）となっている。 

 

 

建物・設備

105件（14.1%）

食料品

98件（13.1%）

住居品

92件（12.3%）

家電製品

52件（7.0%）
文具・娯楽用品

18件（2.4%）

その他

381件（51.1%）

商品等別

中毒

368件(49.3%)

発煙・発火・

過熱

146件(19.6%)

破裂

41件(5.5%)

点火・燃焼・

消火不良

35件(4.7%)

化学物質に

よる危険

25件(3.4%)

ガス漏れ

20件(2.7%)

製品破損

15件(2.0%) その他

96件(12.9%)

事故内容別
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○  事故内容別分類（表 2-1） 

事故内容 件数 事故内容 件数 

発煙・発火・過熱 146(109) 機能故障 5( 13)

点火・燃焼・消火不良 35( 10) 転落・転倒・不安定 5(  5)

破裂 41( 63) 操作・使用性の欠落 4(  9)

ガス爆発 2(  6) 交通事故 7(  5)

ガス漏れ 20( 12) 誤飲 1(  0)

燃料・液漏れ等 3(  0) 中毒 368(341)

化学物質による危険 25(119) 異物の混入・侵入 3(  7)

漏電・電波等の障害 1(  2) 腐敗・変質 7( 15)

製品破損 15( 16) その他 55( 65)

部品脱落 3(  6) 無記入 0(  0)

計 746(803)

※件数欄の（  ）内の数字は前年同期（平成 22 年度上半期）の件数 

 

 

商品等別の内訳は表 2-2 のとおりであり、「建物・設備」（風呂釜等の住宅

設備等）が 105 件（前年同期 85 件、23.5％増）と最も多く、次いで「食料品」

（加熱食肉製品等の嗜好・調理食品等）が 98 件（前年同期 141 件、30.5％減）

となっている（「他の商品・サービス」を除く）。 

 

○  商品等別分類（大分類）（表 2-2） 

※件数欄の（  ）内の数字は前年同期（平成 22 年度上半期）の件数 

 

 

商品等 件数 商品等 件数 

食料品 98(141) 保健衛生品 10( 87)

家電製品 52( 29) 車両・乗り物 12( 15)

住居品 92(117) 建物・設備 105( 85)

文具・娯楽用品 18( 12) 保健・福祉サービス 9(  7)

光熱水品 11(  9) 他の商品・サービス 337(300)

被服品 1(  1) その他 1(  0)

計 746(803)
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発生施設別の内訳は表 2-3 のとおりであり、「店舗・商業施設」にて発生し

た事案が 396 件（前年同期 320 件、23.8％増）と最も多く、次いで「住宅」に

て発生した事案が 233 件（前年同期 177 件、31.6％増）となっている。 

 
○  発生施設別分類（表 2-3） 

※件数欄の（  ）内の数字は前年同期（平成 22 年度上半期）の件数 

 

 

発生地域別の内訳は表 2-4 のとおりであり、「関東」が 286 件と最も多く、

次いで「近畿」が 152件であった。前年同期の件数と比較した場合、「関東」

と「北海道・東北」で増加し、「中部」と「中国」で減少している。 

 

○  発生地域別分類（表 2-4） 

※件数欄の（  ）内の数字は前年同期（平成 22 年度上半期）の件数 

発生施設 件数 発生施設 件数 

住宅 233(177) 公共施設 35( 15)

店舗・商業施設 396(320) 海・山・川等自然環境 4(  5)

学校 7( 20) 車内・機内・船内 6(  6)

病院・福祉・施設 19( 20) その他 6( 22)

公園 4(  4) 無記入 23(201)

道路 13( 13) 計 746(803)

発生地域 件数 発生地域 件数 

北海道・東北 79( 65) 中国 33( 47)

関東 286(251) 四国 28( 23)

中部 107(132) 九州・沖縄 55( 49)

近畿 152(134) 無記入 6(102)

計 746(803)
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(２)財産事案 

 

 

消費者安全法第 12 条第２項に基づき、平成 23 年度上半期に消費者庁に通知

された「消費者事故等」のうち、「財産事案」は 6,614 件あり、前年同期の 7,934

件から 16.6％減少した。 

商品等別の内訳は、表 2-5 のとおりであり、商品の中では「教養娯楽品」が

707 件（前年同期 801 件、11.7％減）と最も多く、次いで「住居品」が 319 件

（前年同期 475 件、32.8％減）となっている。役務（サービス）については「金

融・保険サービス」が 1,298 件（前年同期 1,768 件、26.6％減）と最も多く、

次いで「運輸・通信サービス」が 611 件（前年同期 509 件、20.0％増）となっ

ている。  

【ポイント】 

○重大事故等を除く消費者事故等のうち、「財産事案」は、6,614 件あり、前年

同期の 7,934 件から 16.6％減少した。 

○商品等別にみると、商品の中では「教養娯楽品」が 707 件（前年同期 801 件、

11.7％減）と最も多く、次いで「住居品」が 319 件（前年同期 475 件、32.8％

減）となっている。 

○役務（サービス）の中では「金融・保険サービス」が 1,298 件（前年同期 1,768

件、26.6％減）と最も多く、次いで「運輸・通信サービス」が 611 件（前年同

期 509 件、20.0％増）となっている。 

 

金融・保険サービス

1,298件(19.6%)

教養娯楽品

707件(10.7%)

運輸・通信サービス

611件(9.2%)

他の役務

532件(8.0%)住居品

319件(4.8%)

教養・娯楽サービス

310件(4.7%)

食料品

301件(4.6%)

土地・建物・設備

301件(4.6%)

その他

2,235件(33.8%)

商品等別

7,934

6,614

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

平成22年度 平成23年度

件
数

財産事案

上半期 上半期



14 
 

○  商品等別分類8（表 2-5） 

                                                  
8 商品等別分類内容の説明については、巻末の【参考資料】を参照。 

 平成22年度上半期 平成23年度上半期 

件数 構成比 件数 構成比 

 商品一般 360 4.5％ 159 2.4％

食料品 380 4.8％ 301 4.6％

住居品 475 6.0％ 319 4.8％

教養娯楽品 801 10.1％ 707 10.7％

光熱水品 143 1.8％ 178 2.7％

被服品 223 2.8％ 188 2.8％

保健衛生品 261 3.3％ 192 2.9％

車両・乗り物 219 2.8％ 160 2.4％

土地・建物・設備 227 2.9％ 301 4.6％

他の商品 29 0.4％ 30 0.5％

商品全体 3,118 39.3％ 2,535 38.3％

 クリーニング 16 0.2％ 9 0.1％

レンタル・リース・貸借 261 3.3％ 197 3.0％

工事・建築・加工 224 2.8％ 159 2.4％

修理・補修 77 1.0％ 81 1.2％

管理・保管 15 0.2％ 6 0.1％

役務一般 10 0.1％ 5 0.1％

金融・保険サービス 1,768 22.3％ 1,298 19.6％

運輸・通信サービス 509 6.4％ 611 9.2％

教育サービス 89 1.1％ 71 1.1％

教養・娯楽サービス 335 4.2％ 310 4.7％

保健・福祉サービス 237 3.0％ 175 2.6％

他の役務 568 7.2％ 532 8.0％

内職・副業・ねずみ講 260 3.3％ 127 1.9％

他の行政サービス 109 1.4％ 55 0.8％

役務全体 4,478 56.4％ 3,636 55.0％

その他 338 4.3％ 443 6.7％

計 7,934 － 6,614 － 
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３．PIO-NET に収集された情報 

 

【ポイント】 

○平成 23 年度上半期に受け付けられ、PIO-NET に収集された事案の件数は

363,763 件（前年同期比 4.3％増）であった。 

○商品等別にみると、商品では「教養娯楽品」（書籍・印刷物等）が 28,292 件

（前年同期比 0.4％増）と最も多く、次いで「食料品」（健康食品等）が 15,880

件（前年同期比 11.8％増）となっている。また、役務（サービス）では「運

輸・通信サービス」（放送・コンテンツ等）が 91,591 件（前年同期比 14.2％

増）と最も多く、次いで「金融・保険サービス」（融資サービス等）が 56,394

件（前年同期比 3.7％減）となっている。 

○相談内容別にみると、「契約・解約」に関するものが全体の７割を占めてい

る。 

 

 

 

 

運輸・通信

サービス

91,591件
(25.2%)

金融・保険

サービス

56,394件(15.5%)

教養娯楽品

28,292件( 7.8%)

レンタル・ リース

・賃借

21,905件(6.0%)

食料品

15,880件(4.4%)

他の役務

15,041件(4.1%)

住居品

14,192件(3.9%)

その他

120,468件(33.1%)

商品等別

70.3%
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平成 23 年度上半期に、「全国消費生活情報ネットワーク・システム」9（略

称 PIO-NET。以下、「PIO-NET」という。）に収集された事案の件数（平成 23

年９月 30 日までの PIO-NET への登録分）は、363,763 件（前年同期比 4.3％増）

であった。 

商品等別の内訳は表 3-1 のとおりであり、商品では「教養娯楽品」（書籍・

印刷物等）が 28,292 件（前年同期比 0.4％増）と最も多く、次いで「食料品」

（健康食品等）が 15,880 件（前年同期比 11.8％増）となっている。また、役

務（サービス）では「運輸・通信サービス」（放送・コンテンツ等）が 91,591

件（前年同期比 14.2％増）と最も多く、次いで「金融・保険サービス」（融資

サービス等）が 56,394 件（前年同期比 3.7％減）となっている。 

 

 

 

                                                  
9 消費者の被害に迅速に対処するため、独立行政法人国民生活センター及び地方公共団体が、オンライ

ン処理の方法により、消費生活に関する情報を蓄積し、及び活用するシステムであって独立行政法人国

民生活センターが管理運営するもの。ここには全国の消費生活センターにて受け付けられた消費者から

の相談情報が蓄積されている。 
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○  商品等別分類10件数（表 3-1） 

 平成22年度上半期 平成23年度上半期 

件数 構成比 件数 構成比 
前年同期比

増減率 

 商品一般 12,091 2.7％ 9,461 2.6％ -2.3％

食料品 18,345 4.1％ 15,880 4.4％ 11.8％

住居品 19,415 4.4％ 14,192 3.9％ -7.3％

教養娯楽品 35,545 8.0％ 28,292 7.8％ 0.4％

光熱水品 4,020 0.9％ 3,572 1.0％ 8.5％

被服品 12,693 2.9％ 11,653 3.2％ 15.9％

保健衛生品 11,623 2.6％ 10,170 2.8％ 10.6％

車両・乗り物 12,260 2.8％ 8,667 2.4％ -9.7％

土地・建物・設備 17,876 4.0％ 13,874 3.8％ -2.2％

他の商品 448 0.1％ 818 0.2％ 134.4％

商品全体 144,316 32.6％ 116,579 32.0％ 2.2％

 クリーニング 3,566 0.8％ 2,706 0.7％ -3.5％

レンタル・リース・貸借 26,992 6.1％ 21,905 6.0％ 1.9％

工事・建築・加工 12,807 2.9％ 11,641 3.2％ 15.0％

修理・補修 6,223 1.4％ 5,786 1.6％ 20.8％

管理・保管 992 0.2％ 810 0.2％ 4.7％

役務一般 1,291 0.3％ 921 0.3％ -12.5％

金融・保険サービス 76,807 17.3％ 56,394 15.5％ -3.7％

運輸・通信サービス 101,390 22.9％ 91,591 25.2％ 14.2％

教育サービス 2,573 0.6％ 2,002 0.6％ -3.2％

教養・娯楽サービス 17,481 3.9％ 13,564 3.7％ -4.7％

保健・福祉サービス 15,247 3.4％ 11,867 3.3％ -2.5％

他の役務 17,137 3.9％ 15,041 4.1％ 10.7％

内職・副業・ねずみ講 3,753 0.8％ 2,026 0.6％ -32.8％

他の行政サービス 1,907 0.4％ 1,934 0.5％ 27.7％

役務全体 288,166 65.0％ 238,188 65.5％ 5.2％

その他 10,761 2.4％ 8,996 2.5％ 9.2％

計 443,243 － 363,763 － 4.3％

(注)前年同期比増減率は、平成22年度上半期に全国の消費生活センターに寄せられた相談で平成22

年９月 30 日までに PIO‐NET に登録された件数と比較したものである。 

なお、表中の平成 22 年度上半期の件数については、平成 23 年９月 30 日までに PIO-NET に登

録された件数となっている(以下、PIO-NET 件数については同様)。このため表中の２つの件数を用

いて計算しても前年同期比増減率欄の数字とは一致しない。  

                                                  
10 商品等別分類内容の説明については、巻末の【参考資料】を参照。 
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相談内容別の内訳は表 3-2 のとおりであり、全体の相談のうち約７割は「契

約・解約」に関するものであった。 

 

○  相談内容別分類件数（表 3-2） 

 平成22年度上半期 平成23年度上半期 

件数 構成比 件数 構成比 

契約・解約 335,410 75.7％ 255,550  70.3％

販売方法 180,342 40.7％ 162,925  44.8％

価格・料金 87,104 19.7％ 67,584  18.6％

接客対応 62,058 14.0％ 51,365  14.1％

品質・機能・役務品質 59,837 13.5％ 50,794  14.0％

表示・広告 22,273 5.0％ 20,714  5.7％

法規・基準 19,246 4.3％ 14,333  3.9％

安全・衛生 16,058 3.6％ 14,096  3.9％

総件数 443,243 － 363,763  － 

(注)相談内容別分類は複数回答項目である。 

 

 

危害情報11、危険情報12として登録されているものは表 3-3 のとおりである。 

 

○  収集件数（表 3-3） 

 平成22年度上半期 平成23年度上半期 

危害情報 4,754 4,223 

危険情報 2,109 1,389 

計 6,863 5,612 

 

  

                                                  
11 商品や役務、設備等により、生命や身体に危害を受けた相談事例。 
12 商品や役務、設備等により、生命や身体に危害を受けるまでには至っていないが、そのおそれのある

相談事例。 
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危害情報、危険情報の商品等別内訳は表 3-4 のとおりであり、危害情報では

「保健衛生品」（化粧品等）、危険情報では「住居品」（空調・冷暖房機器等）

が多かった。 

 

○  商品等別分類件数（危害情報、危険情報）（表 3-4） 

 

 

  

 危 害 情 報 危 険 情 報 

平成22年度上半期 平成23年度上半期 平成22年度上半期 平成23年度上半期

件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比

食料品 763 16.0％ 613 14.5％ 170 8.1％ 117 8.4％

住居品 536 11.3％ 340 8.1％ 780 37.0％ 464 33.4％

教養娯楽品 245 5.2％ 136 3.2％ 329 15.6％ 162 11.7％

光熱水品 9 0.2％ 9 0.2％ 35 1.7％ 21 1.5％

被服品 199 4.2％ 147 3.5％ 31 1.5％ 17 1.2％

保健衛生品 803 16.9％ 1,368 32.4％ 79 3.7％ 100 7.2％

車両・乗り物 184 3.9％ 91 2.2％ 472 22.4％ 307 22.1％

土地・建物・設備 104 2.2％ 61 1.4％ 81 3.8％ 73 5.3％

クリーニング 6 0.1％ 3 0.1％ 0 0.0％ 0 0.0％

ﾚﾝﾀﾙ・ﾘｰｽ・貸借 116 2.4％ 102 2.4％ 21 1.0％ 20 1.4％

工事・建築・加工 65 1.4％ 48 1.1％ 15 0.7％ 21 1.5％

修理・補修 19 0.4％ 5 0.1％ 46 2.2％ 27 1.9％

運輸・通信サービス 42 0.9％ 21 0.5％ 7 0.3％ 2 0.1％

教養・娯楽サービス 142 3.0％ 110 2.6％ 5 0.2％ 3 0.2％

保健・福祉サービス 1,213 25.5％ 855 20.2％ 9 0.4％ 10 0.7％

他のサービス 219 4.6％ 220 5.2％ 20 0.9％ 37 2.7％

その他 89 1.9％ 94 2.2％ 9 0.4％ 8 0.6％

計 4,754 － 4,223 － 2,109 － 1,389 － 
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危害情報を内容別に分類すると、表 3-5 のとおりであり、「皮膚障害」が最

も多かった。 

 

○  危害情報の危害内容別分類件数（表 3-5） 

 

 

 

 
平成22年度上半期 平成23年度上半期 

件数 構成比 件数 構成比 

骨折 174 3.7％ 107  2.5％

脱臼・捻挫 31 0.7％ 31  0.7％

切断 12 0.3％ 7  0.2％

擦過傷・挫傷・打撲傷 463 9.7％ 311  7.4％

刺傷・切傷 375 7.9％ 242  5.7％

頭蓋(内)損傷 11 0.2％ 4  0.1％

内臓損傷 6 0.1％ 2  0.0％

神経・脊髄の損傷 101 2.1％ 82  1.9％

筋・腱の損傷 33 0.7％ 17  0.4％

窒息 11 0.2％ 10  0.2％

感覚機能の低下 43 0.9％ 29  0.7％

熱傷 403 8.5％ 274  6.5％

凍傷 3 0.1％ 7  0.2％

皮膚障害 1,072 22.5％ 1,272  30.1％

感電障害 11 0.2％ 14  0.3％

中毒 39 0.8％ 77  1.8％

呼吸器障害 111 2.3％ 212  5.0％

消化器障害 389 8.2％ 349  8.3％

その他の傷病及び諸症状 1,437 30.2％ 1,150  27.2％

不明 29 0.6％ 26  0.6％

計 4,754 － 4,223  － 



21 
 

危険情報を内容別に分類すると、表 3-6 のとおりであり、「機能故障」、「発

煙・火花」が多かった。 

 

○  危険情報の危険内容別分類件数（表 3-6） 

 
平成22年度上半期 平成23年度上半期 

件数 構成比 件数 構成比 

火災 47 2.2％ 36  2.6％

発火・引火 209 9.9％ 107  7.7％

発煙・火花 317 15.0％ 191  13.8％

過熱・こげる 233 11.0％ 148  10.7％

ガス爆発 16 0.8％ 2  0.1％

ガス漏れ 11 0.5％ 8  0.6％

点火・燃焼・消火不良 35 1.7％ 27  1.9％

漏電・電波等の障害 8 0.4％ 10  0.7％

燃料・液漏れ等 57 2.7％ 34  2.4％

化学物質による危険 5 0.2％ 7  0.5％

破裂 107 5.1％ 92  6.6％

破損・折損 225 10.7％ 146  10.5％

部品脱落 108 5.1％ 53  3.8％

機能故障 305 14.5％ 194  14.0％

転落・転倒・不安定 37 1.8％ 32  2.3％

バリ13・鋭利 2 0.1％ 5  0.4％

操作・使用性の欠落 55 2.6％ 32  2.3％

腐敗・変質 9 0.4％ 14  1.0％

異物の混入 166 7.9％ 126  9.1％

異物の侵入 3 0.1％ 1  0.1％

その他 154 7.3％ 124  8.9％

不明 0 0.0％ 0  0.0％

計 2,109 － 1,389  － 

 

 

                                                  
13 商品の角等が滑らかに処理されていないこと。 
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また、これらの情報について年齢別の商品等内訳をみると表 3-7 のとおり

であり、10 歳未満を除く全年齢層において「化粧品」「医療サービス」が多

く、20 歳代から 40 歳代まででは「エステティックサービス」が多かった。 

 

○年代別危害発生上位商品等内訳（上位 10 位まで）（危害情報）（表 3-7） 

                                                  
14 このほか、歯科治療、他の理美容サービス、飲料、電気掃除機類、スポーツ・健康教室、自動二輪車、

メガネ・コンタクトレンズ、他の身の回り品、商品一般、ぞうり・サンダル類が各 2 件ずつ含まれる。 

年齢 商品等内訳 合計 

10 歳未満 

外食 (24) 家具類 (10) 遊園地・ﾚｼﾞ
ｬｰﾗﾝﾄﾞ(7) 

菓子類 (7) 商品一般 (6) 

160自転車 (4) 幼児乗り物・
歩行器 (4) 

調 理 食 品
(4) 

玩具・遊具その他、医療サー
ビス、ベビーカー、化粧品、子
供洋服、ふとん類 (各 3) 

10 歳代 

化粧品 (20) 自転車 (12) 外食 (11) ｴｽﾃﾃｨｯｸｻ
ｰﾋﾞｽ (5) 

調理食品 (5) 

131医療サービス 
(4) 

賃貸アパー
ト・マンション
(4) 

医 薬 品 類
(3) 

家具類 (3) 健康食品、靴･
運 動 靴 等 14 
(各 2) 

20 歳代 

ｴｽﾃﾃｨｯｸｻｰﾋﾞ
ｽ(75) 

化粧品 (65) 医療サービ
ス (33) 

外食 (32) 美容院 (16) 

377
賃貸ｱﾊﾟｰﾄ･ﾏ
ﾝｼｮﾝ(16) 

健 康 食 品
(12) 

調 理 食 品
(8) 

歯 科 治 療
(6) 

家具類 (6) 

30 歳代 

化粧品 (158) ｴｽﾃﾃｨｯｸｻ
ｰﾋﾞｽ (63) 

医療サービ
ス (48) 

外食 (41) 賃貸ｱﾊﾟｰﾄ･ﾏ
ﾝｼｮﾝ(21) 

649調理食品 (19) 美容院 (17) はり・きゅう・
マ ッ サ ー ジ
(14) 

歯科治療、健康食品、飲料 
(各 12) 

40 歳代 

化粧品 (229) ｴｽﾃﾃｨｯｸｻ
ｰﾋﾞｽ (52) 

医療サービ
ス (37) 

外食 (35) 調理食品 (32) 

773
家具類 (20) 美容院 (19) 健 康 食 品

(18) 
歯 科 治 療
(17) 

商品一般 (16) 

50 歳代 

化粧品 (189) 医療サービ
ス (38) 

外食 (20) 歯 科 治 療
(20) 

美容院 (16) 

589
ｴｽﾃﾃｨｯｸｻｰﾋﾞ
ｽ(15) 

商 品 一 般
(15) 

健 康 食 品
(13) 

家具類 (12) 調理食品 (10) 

60 歳代 

化粧品 (228) 健 康 食 品
(43) 

医療サービ
ス (36) 

歯 科 治 療
(29) 

飲料 (23) 

680商品一般 (20) 家具類 (18) 他の保健衛
生用品 (15)

外食 (15) 美 容 院 、 エ ス

テ、家庭用電気

治療器具 (各 9) 

70 歳以上 

化粧品 (140) 健 康 食 品
(76) 

医療サービ
ス (30) 

家庭用電気
治 療 器 具
(24) 

歯科治療 (18) 

557

飲料 (17) デ イ ケ ア サ
ービス (13) 

商 品 一 般
(13) 

他の保健衛
生用品 (9) 

菓子類 (9) 

不明 

化粧品 (42) 医療サービ
ス (19) 

外食 (13) 家具類 (13) 賃貸アパート・
マ ン シ ョ ン 
(13) 307

調理食品 (11) 健 康 食 品
(10) 

飲料 (10) 菓子類 (10) エステティック
サービス (9) 

合計 4,223
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４．消費生活用製品安全法に基づき報告された重大製品事故15に関する情報 

 

 

 

消費者庁は、消費生活用製品安全法16（昭和 48 年法律第 31 号）に基づき報

告された重大製品事故に関する情報について、一般消費者の生命又は身体に

対する重大な危害の発生及び拡大を防止するため、消費生活用製品の名称、型

式及び事故の内容等を毎週２回公表している（事案の概要は巻末の【参考資料】

を参照）。 

                                                  
15  消費生活用製品事故の中でも、死亡や全治 30 日以上の治療を要するなど被害が重大であった事案や火

災の発生、またその恐れがあった事案を指しており、消費生活用製品安全法第２条第６項に規定されて

いる。 
16 消費生活用製品安全法は、消費生活用製品（主として一般消費者の生活の用に供される製品（他の法

令で個別に安全規制が設けられているものを除く。））による消費者の生命又は身体に対する危害の防止

を図るため、製品事故に関する情報の収集及び提供等の措置を講ずること等により一般消費者の利益を

保護することを目的としている。 

【ポイント】 

○消費生活用製品安全法に基づき、平成 23 年度上半期に消費者庁に報告された

「重大製品事故」は 452 件（前年同期 560 件、19.3％減）であった。 

○製品別にみると、「電気製品」に関する事故が 241 件（前年同期 279 件、13.6％

減）と半数以上を占め、「ガス機器・石油機器」に関する事故は 112 件（前年

同期 149 件、24.8％減）、「その他」が 99 件（前年同期 132 件、25.0％減）

であった。このうち、「電気製品」では「エアコン」が、「ガス機器・石油機

器」では「ガスこんろ」が、「その他」では「自転車」が多かった。 

560
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報告された重大製品事故は、平成 23 年度上半期に 452 件17（前年同期 560

件、19.3％減）であった。このうち、「ガス機器・石油機器」に関する事故

は 112 件（前年同期 149 件、24.8％減）、「電気製品」に関する事故は 241

件（前年同期 279 件、13.6％減）、「その他」が 99 件（前年同期 132 件、25.0％

減）であった。 

報告された重大製品事故の製品別報告件数は表 4-1 のとおりであり、「電

気製品」に係る事故が最も多く、全体の半数以上を占める。また、製品別上

位品目の比較は表 4-2 のとおりであり、「電気製品」では、エアコンが、「ガ

ス機器・石油機器」ではガスこんろが、「その他」では自転車が最も多くなっ

ている。 

なお、重大製品事故については、同法第 36 条第４項に基づき、経済産業省

から独立行政法人製品評価技術基盤機構（NITE）に対して当該製品の安全性

に関する技術上の調査を行うよう指示される。製品に起因すると判明したも

のについては、消費者庁が行う週２回の定期公表の際にその旨を公表してい

る。他方、原因不明又は製品起因ではないと判断した案件については、製品

事故公表等調査会及び第三者委員会合同会議18が判断の妥当性について審議

を行い、その結果を公表している。 

 

○製品別報告件数（表 4-1） 

 平成 22 年度上半期 平成 23 年度上半期 

ガス機器・石油機器 149 112 

電気製品 279 241 

その他 132 99 

合計 560 452 

 

                                                  
17 消費生活用製品安全法に基づき事業者から報告される情報の一部は、４ページの「１．消費者安全法

第 12 条第１項に基づき重大事故等」としても消費者庁に通知されており、さらに 26 ページの「５．事

故情報データバンク」の両方にも含まれている。 
18 正式名称は「消費者委員会消費者安全専門調査会製品事故情報の公表等に関する調査会及び消費経済

審議会製品安全部会製品事故判定第三者委員会合同会議」である。 
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○製品別上位品目(表 4-2) 

 

＜ガス機器、石油機器＞ 

 平成 22 年度上半期 平成 23 年度上半期 

品目名 件数 品目名 件数 

1 ガスこんろ 62 ガスこんろ 32 

2 石油ストーブ 17 石油給湯機 

ガス湯沸器 

13 

13 3 石油給湯機 16 

4 ガスふろがま 

ガス湯沸器 

11 

11 

石油ストーブ 11 

5 ガスふろがま 10 

 

 

＜電気製品＞ 

 平成 22 年度上半期 平成 23 年度上半期 

品目名 件数 品目名 件数 

1 エアコン 53 エアコン 40 

2 電気冷蔵庫 22 電気冷蔵庫 13 

3 扇風機 18 電気ストーブ 

照明器具 

11 

11 4 照明器具 16 

5 電子レンジ 13 
扇風機 

電気洗濯機 

9 

9 

 

 

＜その他＞ 

 平成 22 年度上半期 平成 23 年度上半期 

品目名 件数 品目名 件数 

1 自転車 17 自転車 18 

2 脚立・踏み台・はしご 11 脚立・踏み台・はしご 11 

3 いす 10 靴・サンダル 7 

4 電動車いす 7 いす 6 

5 
靴・サンダル 

電動アシスト自転車 

6 

6 

電動アシスト自転車 

自転車用幼児座席 

3 

3 
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５．事故情報データバンクに収集された情報 

 

 

事故情報データバンクは、「事故情報」、「危険情報」を広く収集し、事

故防止に役立てるためのデータ収集・提供システムであり、消費者庁及び独

立行政法人国民生活センターが連携し、関係機関の協力を得て、平成 22 年４

月１日から実施しているものである。事故情報データバンクに登録された生

命・身体に係る消費生活上の事故情報は、インターネット上で簡単に閲覧・

検索できる19。 

重大事故等や生命・身体に係る消費者事故等、PIO-NET 情報（「危害情報」

及び「危険情報」）、重大製品事故をはじめ、参画機関20から平成 23 年度上

半期に 11,834 件の事故情報が登録され、平成 23 年９月 30 日時点で登録され

ている情報は累計で 41,161 件となっている。 

なお、平成 23 年度上半期の事故情報データバンクへのアクセス件数は、

51,241 件となっている。  

                                                  
19 http://www.jikojoho.go.jp/ai_national/ 
20 平成 23 年９月時点で、消費者庁、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、独立行政法人国民生活セン

ター、消費生活センター、日本司法支援センター、独立行政法人製品評価技術基盤機構、独立行政法人

日本スポーツ振興センター、国土交通省。 

【ポイント】 

○平成 23 年度上半期の「事故情報データバンク」への登録件数は 11,834 件で

あり、平成 23 年９月 30 日時点で登録されている情報は累計で 41,161 件と

なっている。 
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[参考]事故情報データバンクのホームページ 

 

 

 

 

URL: http://www.jikojoho.go.jp/ai_national/ 
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６．医療機関ネットワークに収集された情報 

 

 

医療機関ネットワークは、消費生活において生命又は身体に被害を生ずる

事故に遭い医療機関を利用した被害者から事故の詳細情報を収集し、同種・

類似事故の再発防止に生かしていく取組を着実に推進することを目的とし

て、平成 22 年 12 月より、消費者庁と独立行政法人国民生活センターとの共

同事業として開始された。 

平成 23 年度上半期において、同ネットワークから収集された生命・身体に

係る事故情報は、2,766 件であった。 

危害内容別の内訳は表 6-1 のとおりであり、「製品等との接触」（テーブ

ル等）が 1,143 件と最も多く、次いで「転倒・転落」（階段等）が 1,084 件

となっている。 

 

○  危害内容と傷病の程度（表 6-1） 

 軽症 中等症 重症 重篤 死亡 その他 合計 備  考 

転倒・ 
転落 

827 147 9 1 1 99 1,084
階段、自転車、
ベッド等 

製品等 
との接触 

950 94 2 0 0 97 1,143
テーブル、ドア、
椅子、自転車の
車輪等 

窒息 9 4 0 0 0 2 15 菓子類 
熱及び 

高温物質
との接触 

150 34 3 0 1 17 205 
お湯、ラーメン、
炊飯器、味噌汁
等 

中毒・ 
誤飲 

231 14 0 0 0 17 262 
医薬品、タバコ、
硬貨等 

溺死及び
溺水 

0 4 0 0 0 1 5 
浴槽、一人用プ
ール 

その他 41 8 0 0 0 3 52  

合計 2,208 305 14 1 2 236 2,766  

                                                  
21 札幌社会保険総合病院、成田赤十字病院、独立行政法人国立成育医療研究センター、済生会横浜市東

部病院、市立砺波総合病院、長野県厚生農業協同組合連合会佐久総合病院、社会保険中京病院、京都第

二赤十字病院、兵庫県立淡路病院、鳥取県立中央病院、県立広島病院、佐賀大学付属病院、独立行政法

人国立病院機構長崎医療センター。 
22 医療機関から届けられた総数であり、消費生活上の事故でない情報（交通事故等）は含まない。 
23 「医療機関ネットワーク事業」で収集される事故情報は、13 の医療機関を受診する原因となった事故の
うち、各医療機関が重大性などの観点から選択して収集するものであり、各医療機関を受診する原因と
なった全ての事故を対象としているものではない。 

【ポイント】 

○平成 23 年度上半期に「医療機関ネットワーク」（参画機関21は 13 機関）か

ら収集された生命・身体に係る事故情報は 2,766 件22であった。 

○危害内容別にみると、「製品等との接触」（テーブル等）が 1,143 件と最も

多く、次いで「転倒・転落」（階段等）が 1,084 件となっている23。 




